














 

 

 

 

郵便業務管理規程の変更の認可申請の概要及び審査結果 

（「特定封筒」の発行） 

 

 

 

平成２１年７月１７日 

総   務   省 
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１ 変更の認可申請の概要 

(1) 変更の趣旨  

   一定の重量等を上限に定額料金で差出しができる「封筒一体型サービス」の新設に伴い、「特定封筒」を発

行する。 

 (2) 変更の内容  

郵便事業㈱が発行する郵便切手類として、新たに「特定封筒（350 円、500 円）」を追加するもの。 

○郵便業務管理規程 
（郵便切手類の発行） 

第４条 会社が発行する郵便切手その他郵便に関する料金を表す証票は､次の表のとおりとする。ただし､金額については、

利用者の便益を考慮して会社が必要と認める場合には右欄に掲げるもの以外のものを発行することがあるものとする。 

現行 改正（案） 
                  単位：円

 

 

 

 

 

                          単位：円 

(3) 実施予定日  平成２２年４月１日（木） 

種 類 金 額
郵便切手 1、3、5、10、20、30、50、70、80、

90、100、110、120、130、140、160、
200、270、300、350、420、500、1000

郵便葉書の料
額印面 

50 

国際郵便葉書
の料額印面 

70 

郵便書簡の料
額印面 

60 

航空書簡の料
額印面 

90 

  

種 類 金 額
郵便切手 1、3、5、10、20、30、50、70、80、 

90、100、110、120、130、140、160、 
200、270、300、350、420、500、1000 

郵便葉書の料
額印面 

50

国際郵便葉書
の料額印面 

70

郵便書簡の料
額印面 

60

航空書簡の料
額印面 

90

特定封筒の料
額印面 

350、500 
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２ 審査結果 

申請された郵便業務管理規程の変更については、郵便法（昭和 22 年法律第 165 号。以下「法」という。）及

び郵便法施行規則（平成 15 年総務省令第 5号。以下「施行規則」という。）の以下の規定に適合したものと認

められることから、これを認可することが適当である。 

 

認可基準 審査結果 理  由 

1  【法第 70 条第 3項第 1 号】 

郵便物の秘密を保護するため適切なものであること。 
― 

従前と同様であり変更はない。 

2  【法第 70 条第 3項第 2 号】 

総務省令で定める基準に適合する郵便差出箱の設置その他の郵

便物を随時、かつ、簡易に差し出すことを可能とするものとして総務

省令で定める基準に適合する郵便物の引受けの方法が定められ

ていること。 

― 

従前と同様であり変更はない。 

3  【法第 70 条第 3項第 3 号】 

1週間につき6日以上郵便物の配達を行うことができるものとして総

務省令で定める基準に適合する郵便物の配達の方法が定められ

ていること。 

― 

従前と同様であり変更はない。 

4 【法第 70 条第 3項第 4号】 

 郵便物（国際郵便に係るものを除く。）について差し出された日か

ら 3 日（国民の祝日に関する法律（昭和 23 年法律第 178 号）に規定

する休日その他総務省令で定める日の日数は、算入しない。）以内

（郵便物が、地理的条件、交通事情その他の条件を勘案して総務

省令で定める地域から差し出され、又は当該地域にあてて差し出さ

れる場合にあっては、3 日を超え 2 週間を超えない範囲内で総務省

令で定める日数以内）に送達することが定められていること。 

― 

従前と同様であり変更はない。 



３ 
 

認可基準 審査結果 理  由 

5  【法第 70 条第 3項第 5 号】 

郵便物を引き受けた場合において、総務省令で定める場合を除き、

郵便物の表面の見やすいところに、総務省令で定める基準に適合

する通信日付印を押印することが定められていること。 

― 

従前と同様であり変更はない。 

6  【法第 70 条第 3項第 6 号】 

その他総務省令で定める基準に適合するものであること。 
    

  

 【施行規則第 30 条第 8項第 1号】 

① 郵便物を引き受けた場合において、引受けの際現にその表面

の見やすい所に郵便という文字が掲げられている場合その他

の郵便物であることが一見して明らかである場合を除き、当該

郵便物の表面の見やすい所に郵便物であることを表示すること

が定められていること。 

― 

従前と同様であり変更はない。 

  

 【施行規則第 30 条第 8項第 2号】 

② 法第 6 条の重要な郵便物を定める方法が適切に定められてい

ること。 

― 

従前と同様であり変更はない。 

  

 【施行規則第 30 条第 8項第 3号】 

③ 郵便切手等の金額の種類が郵便に関する料金の納付の用に

供するものとして適切に定められていること。 
適 

一定の重量等を上限に定額料金で差出しができる「封筒一体型

サービス」の新設に伴い、当該サービスで使用される「特定封筒」

（350 円及び 500 円）を発行しようとするものであり、適切に定められ

ていると認められる。 

  

 【施行規則第 30 条第 8項第 4号】 

④ 郵便切手等の種類、大きさその他の様式に関する事項並びに

主題及び意匠の選定基準が適切に定められていること。 

― 

従前と同様であり変更はない。 
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●郵便法（昭和二十二年十二月十二日法律第百六十五号）（抜粋）  

（郵便業務管理規程）  

第七十条 会社は、業務開始の際、郵便の業務の管理に関する規程（以下「郵便業務管理規程」という。）を定め、総務大臣の認可を受けなければな

らない。これを変更しようとするときも、同様とする。  

２ 郵便業務管理規程には、次に掲げる事項を記載しなければならない。  

一 郵便の業務の管理に関する事項  

二 郵便差出箱の設置その他の郵便物の引受けの方法  

三 郵便物の配達の方法  

四 前二号に掲げるもののほか、郵便物の送達の方法  

五 その他総務省令で定める事項  

３（略） 

（審議会等への諮問）  

第七十三条 総務大臣は、次に掲げる場合には、審議会等（国家行政組織法 （昭和二十三年法律第百二十号）第八条 に規定する機関をいう。）で政

令で定めるものに諮問しなければならない。  

 一 第六十七条第三項、第六十八条第一項又は第七十条第一項の規定による認可をしようとするとき。  

 二 第六十七条第二項第三号又は第七十条第三項第二号から第四号までの総務省令を制定し、又は改廃しようとするとき。  

 三 第七十一条の規定による命令をしようとするとき。  

 

●郵便法施行規則（平成十五年一月十四日総務省令第五号） 

（郵便業務管理規程の記載事項）  

第二十九条 法第七十条第二項第五号 の総務省令で定める事項は、次のとおりとする。  

一（略）  

二 郵便切手その他郵便に関する料金を表す証票（以下「郵便切手等」という。）に関する事項  

 

●郵便法第七十三条の審議会等を定める政令（平成十五年三月二十八日政令第八十三号） 

  郵便法第七十三条の審議会等で政令で定めるものは、情報通信行政・郵政行政審議会とする。  

 


	資料５－３
	02 審議会資料（特定封筒・管理規程）.pdf

